
 

 

 

 

 

 

 

 ＪＲ総連推薦議員懇談会所

属の衆議院議員・神谷裕氏(比

例代表、北海道)が、ＪＲ北海道

やＪＲ貨物の経営課題につい

て、北海道新聞の取材に応え、

5月25日付けの朝刊に掲載さ

れました。 

神谷議員は、コロナ禍で厳し

い経営が続く状況について、

「気がかりなのは廃線論議が

先鋭化すること。不採算路線は

バス転換すればよいとの意見

があるが、運転手不足が深刻化し、容易ではない。貨物輸送の観点からも鉄道を維持する意

義は大きい。政府は経営を支援する方向で検討すべきだ。」との見解を述べ、その財源につ

いても、「鉄道は大量輸送でＣＯ２削減にも貢献できる。その観点から国交省鉄道局だけで

なく、環境省の予算も鉄道の活用に考えるべきだと提案する。日本は地震が多く、災害が起

きて道路が使えなくなることもある。輸送の選択肢は多い方がいい」と訴えてくれました。 

このことは、日頃からの意見交換はもとより、４月27日に開催した『ＪＲ貨物の存立基

盤の確立にむけた国会議員への要請行動』などの意見を反映してくれていると言えます。 

また、神谷議員は４月７日に立ち上がった、「立憲民主党・地域公共交通課題検討ワーキ

ングチーム」の事務局次長にもなっており、５月２３日には第１回会合が開かれ、地域公共

交通の現状について国交省よりヒアリングがおこなわれています。 
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